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連 結 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）
当社グループは、医薬品業界の構造的変化とともに拡大する「空白の治療領域」に集中

特化した新薬開発に取り組み、大手製薬企業が採算面で参入しにくい難度の高い「がん、
血液、ウイルス感染症を中心とする希少疾患」を核とした新薬開発を実施しております。
具体的には、BCVを中核とした研究開発型事業モデルのもと、グローバル市場における

スペシャリティ・ファーマへの転換を目指して事業を推進しております。
一方で、医薬品として製品化し、収益を得るまでに多額の研究開発費と長い時間を要す

る等の特性があります。
主力製品であるトレアキシン®の売上高は、薬価改定及び後発品浸透の影響により継続

的に減少しており、これに加えてBCVを中心とした研究開発活動は投資の回収までには一
定の期間を要する事業構造であることから、前連結会計年度まで２期連続して、営業損
失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上しており、また、前連結会計年
度の損失額に重要性が認められることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況が存在しているものと認識しておりました。
当連結会計年度においても、引き続き営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当

期純損失を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
が存在しております。
このような状況に対応するため、当社グループでは、以下の施策を講じてまいります。

１．事業価値の向上
BCVを当社事業の中核となるパイプラインと位置づけ、造血幹細胞移植後アデノウイル

ス感染症を対象としたグローバル第Ⅲ相臨床試験を軸に、将来の新薬承認申請および商業
化を見据えた開発活動を推進しております。
当該領域は、治療選択肢が限られており、未充足の医療ニーズが極めて高い分野である

ことから、当社グループとしては、BCVの臨床開発を着実に遂行することが、当社の事業
価値を質的に転換させる重要な要素になるものと評価しております。
また、BCVについては、アデノウイルス感染症に加え、PMLやがん領域等、複数の適

応症を対象とした研究開発にも取り組んでおり、単一適応症に依存しないパイプライン価
値の拡張を図っております。これにより、BCVを軸とした事業価値の多面的な顕在化を目
指しております。
さらに、将来の成長オプションとして、診断分野等の周辺領域における技術資産につい

ても事業化の可能性を検討しており、これらを含めた事業ポートフォリオ全体としての価
値向上に取り組んでおります。
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２．資金の確保
当社グループでは、研究開発型事業の特性を踏まえ、事業運営に必要な資金を確保する

ため、エクイティ・ファイナンス等の資金調達手段を活用しております。
これらの資金調達については、今後の研究開発の進捗や市場環境等を踏まえつつ、資金

需要に応じて実行していく方針であり、引き続き資金確保に向けた取り組みを継続してま
いります。
３．他社との協業による資金調達および事業提携
BCV開発およびIVD事業の推進にあたり、他社との協業を通じた資金調達や事業提携の

可能性についても継続的に検討し、他社との交渉を進めております。
これらの取り組みは、研究開発リスクの分散や資金負担の軽減のみならず、当社事業価

値の顕在化を加速させる手段の一つとして位置づけております。
４．事業収支の改善
自社研究および国内外研究機関との共同研究から創出される研究成果について、知的財

産権化を進めるとともに、ライセンスアウト等を通じた収益機会の創出を目指しておりま
す。
併せて、研究開発活動の進捗を踏まえた費用管理の徹底や経費削減に継続的に取り組

み、固定費構造の最適化を通じて、事業運営の効率化および事業収支の改善を図ってまい
ります。

以上の施策を講じておりますが、BCVの研究開発の進捗状況、将来のパートナリングや
事業提携の成否、ならびに資金調達環境等には不確実性が存在しており、現時点において
は、当社グループには継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在しているものと認識
しております。
なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重

要な不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりません。
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（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 １社
連結子会社の名称 SymBio Pharma USA, Inc.

② 非連結子会社の数及び非連結子会社の名称等
非連結子会社の数 １社
非連結子会社の名称 SymBio Pharma Ireland Limited
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、連結
財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

（3）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
1） 有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定)によっております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

2） デリバティブ
時価法によっております。
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3） 棚卸資産
商品及び製品は先入先出法、半製品及び貯蔵品は総平均法による原価法(貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しております。
なお、棚卸資産の動きを詳細に把握し、適正な評価を行うことを目的として、棚卸

資産科目を区分しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
1） 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 15年
工具、器具及び備品 ３〜10年

2） 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基

づいております。
3） リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
未収入金のうち、回収可能性が低いと見込まれる相当額を計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
当社グループでは、医薬品に関する商品及び製品の販売により収益を得ています。商
品及び製品の販売については、顧客に引き渡した時点で当該商品及び製品の支配が顧客
に移転し、履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。商品
及び製品の販売から生じる収益は、顧客との契約において約束された対価から販売契約
条件に応じた売上割戻等を控除した収益に重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い
範囲内の金額で算定しており、顧客に返金すると見込んでいる対価を返金負債として計
上しております。当該返金負債は、契約条件や過去の実績に基づき算定しております。
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⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
1） 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
2） 繰延資産の処理方法

株式交付費及び社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。
3） 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

4） 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。
なお、在外子会社の資産及び負債は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ
る為替換算調整勘定に含めております。
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（会計上の見積りに関する注記）
(1) 固定資産の減損
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(単位 千円)
区分 当連結会計年度

減損損失 109,273
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りに関する情報
1) 算出方法

当社グループは、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資
産をグルーピングし、グルーピングごとに減損の兆候の判定を行い、減損の兆候がある
資産または資産グループについて減損損失の認定の判定を行っています。当社グループ
は、単一の事業を営んでおり、事業用資産については全社を一体としてグルーピングを
行っています。
減損の兆候がある場合は、減損損失の認識の判定を行い、減損損失を認識すべきと判
断した場合は帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上しております。な
お、回収可能価額とは、資産または資産グループの正味売却可能価額と使用価値のいず
れか高い方の金額をいいますが、当連結会計年度における回収可能価額は使用価値によ
り測定しております。使用価値は、将来キャッシュ・フローの割引現在価値として算定
しており、将来キャッシュ・フローは、取締役会にて承認された予算を基礎としており
ます。

2) 主要な仮定
将釆キャッシュ・フローは、予算を基礎として見積もられます。将来キャッシュ・フ
ローは既存薬の販売数量が及ぼす売上状況、開発段階にある医薬品の上市の時期や可能
性、開発計画の進捗状況の影響などによる重要な不確実性を考慮に入れた一定の仮定の
もとで策定されています。

3) 翌連結会計年度以降の連結計算書類に与える影響
上記主要な仮定については、今後の経済動向等の変動により、影響を受ける可能性が
あり、仮定の見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度において新たな減損損失
が発生する可能性があります。
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（追加情報）
該当事項はありません。

（連結貸借対照表に関する注記）
減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

（連結損益計算書に関する注記）
一般管理費に含まれている研究開発費 3,297,362千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

当 連 結 会 計 年 度
期首株式数（株）

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（株）

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株 式 数 （株）

普通株式 45,928,856 13,638,224 − 59,567,080

(注) 新株予約権の行使による増加10,770,425株、転換社債型新株予約権付社債の転換による増加
2,867,799株であります。

（2）当連結会計年度の末日において発行している新株予約権の目的となる株式の数
普通株式 49,416,848株
（注）権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。

（3）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、パイプラインの開発計画に照らし、必要な資金（主に第三者割当及
び募集による株式発行）を調達しております。一時的な余資は、安全性を最優先に流動
性の高い金融資産で運用しております。
デリバティブ取引は、社内規程で定められた範囲を対象に行い、原則として投機的な

取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建の営

業債権については、為替の変動リスクに晒されております。
営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが60日以内の支払期日でありま

す。
デリバティブ取引は、為替変動リスクを回避するために行っており、外貨建金銭債権

債務の残高や外貨建営業取引に係る輸出入実績等を踏まえ、社内規程で定められた範囲
内での為替予約取引を利用しております。
敷金及び保証金については、そのほとんどが事務所の賃貸に係る保証金であり、その

返還に関しては賃貸人の信用リスクに左右されます。
転換社債型新株予約権付社債及び普通社債は、主に研究開発に係る資金調達を目的と

したものであります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
1） 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、与信管理規程に従い、担当部署が主要な取引先の状況を定期
的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等
の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するた

めに、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。
2） 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

預金については、高い信用格付けを有する金融機関を中心に取引を行っております。
外貨建債権債務については、為替の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っ
ております。
デリバティブ取引については、社内規程で定められた決裁手続きを経て、財務経理

部が実行及び管理を行っております。月次の取引実績は、経営執行会議に報告してお
ります。

3） 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・

更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん
でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり
ます。

⑤ 信用リスクの集中
当連結会計年度の決算日現在における営業債権の100％が特定の大口顧客に対するも

のであります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。
(単位 千円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額
（１） 敷金及び保証金 37,349 27,474 △9,874
資産計 37,349 27,474 △9,874
（１） 転換社債型新株予約権付社債 1,300,000 1,312,274 12,274
（２） 普通社債 682,500 664,998 △17,501
負債計 1,982,500 1,977,273 △5,226

（注１） 「現金及び預金」「売掛金」「未収消費税等」「買掛金」「未払金」「未払法人税等」については、現金で
あること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略
しております。

（注２） 市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以
下のとおりであります。

(単位 千円)

区分 連結貸借対照表
計上額

関係会社株式 15
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（注３） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
(単位 千円)

区分 １年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 2,883,503 ― ― ―
売掛金 259,676 ― ― ―

合計 3,143,180 ― ― ―
（注）敷金及び保証金については、返還期日を明確に把握できないため、償還予定額には含めておりません。

（注４）転換社債型新株予約権付社債及び普通社債の決算日後の返済予定額
(単位 千円)

区分 １年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

転換社債型新株予約権付社債 ― 1,300,000 ― ― ― ―
普通社債 682,500 ― ― ― ― ―

合計 682,500 1,300,000 ― ― ― ―

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。
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① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
敷金及び保証金 ― 27,474 ― 27,474

資産計 ― 27,474 ― 27,474
転換社債型新株予約権付社債 ― 1,312,274 ― 1,312,274
普通社債 ― 664,998 ― 664,998

負債計 ― 1,977,273 ― 1,977,273
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

敷金及び保証金
合理的に見積もった返還予定時期に基づき、その将来キャッシュ・フローを償還までの期間に対応
する国債利回りで割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

転換社債型新株予約権付社債
期末時点での転換社債型新株予約権付社債の償還期日に基づき、元利金の合計額を当該転換社債型
新株予約権付社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。

普通社債
期末時点での普通社債の償還期日に基づき、元利金の合計額を普通社債の残存期間及び信用リスク
を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（収益認識に関する注記）
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
当連結会計年度

（自 2025年１月１日
至 2025年12月31日）

商品及び製品の販売 1,307,648
顧客との契約から生じる収益 1,307,648
外部顧客への売上高 1,307,648

（2）収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、注記事項「（連結計算書類作成のための基本となる
重要な事項に関する注記等）（3）会計方針に関する事項 ④重要な収益及び費用の計上基準」
に記載の通りです。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等
当社グループに契約資産及び契約負債の残高はありません。また、過去の期間に充足した履
行義務から、当連結会計年度に認識した収益はありません。
② 残存履行義務に配分された取引価格
当社グループでは、当初に予想される契約期間が1年を超える重要な取引はありません。ま
た、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありませ
ん。

（１株当たり情報に関する注記）
（1）１株当たり純資産額 15.54円
（2）１株当たり当期純損失（△） △95.12円

期中平均株式数 50,211,602株

（重要な後発事象に関する注記）
当連結会計年度において、該当事項はありません。
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個 別 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）
当社は、医薬品業界の構造的変化とともに拡大する「空白の治療領域」に集中特化した

新薬開発に取り組み、大手製薬企業が採算面で参入しにくい難度の高い「がん、血液、ウ
イルス感染症を中心とする希少疾患」を核とした新薬開発を実施しております。
具体的には、BCVを中核とした研究開発型事業モデルのもと、グローバル市場における

スペシャリティ・ファーマへの転換を目指して事業を推進しております。
一方で、医薬品として製品化し、収益を得るまでに多額の研究開発費と長い時間を要す

る等の特性があります。
主力製品であるトレアキシン®の売上高は、薬価改定及び後発品浸透の影響により継続

的に減少しており、これに加えてBCVを中心とした研究開発活動は投資の回収までには一
定の期間を要する事業構造であることから、前事業年度まで２期連続して、営業損失、経
常損失及び当期純損失を計上しており、また、前事業年度の損失額に重要性が認められる
ことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在している
ものと認識しておりました。
当事業年度においても、引き続き営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しており、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。
このような状況に対応するため、当社では、以下の施策を講じてまいります。

１．事業価値の向上
BCVを当社事業の中核となるパイプラインと位置づけ、造血幹細胞移植後アデノウイル

ス感染症を対象としたグローバル第Ⅲ相臨床試験を軸に、将来の新薬承認申請および商業
化を見据えた開発活動を推進しております。
当該領域は、治療選択肢が限られており、未充足の医療ニーズが極めて高い分野である

ことから、当社としては、BCVの臨床開発を着実に遂行することが、当社の事業価値を質
的に転換させる重要な要素になるものと評価しております。
また、BCVについては、アデノウイルス感染症に加え、PMLやがん領域等、複数の適

応症を対象とした研究開発にも取り組んでおり、単一適応症に依存しないパイプライン価
値の拡張を図っております。これにより、BCVを軸とした事業価値の多面的な顕在化を目
指しております。
さらに、将来の成長オプションとして、診断分野等の周辺領域における技術資産につい

ても事業化の可能性を検討しており、これらを含めた事業ポートフォリオ全体としての価
値向上に取り組んでおります。
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２．資金の確保
当社では、研究開発型事業の特性を踏まえ、事業運営に必要な資金を確保するため、エ

クイティ・ファイナンス等の資金調達手段を活用しております。
これらの資金調達については、今後の研究開発の進捗や市場環境等を踏まえつつ、資金

需要に応じて実行していく方針であり、引き続き資金確保に向けた取り組みを継続してま
いります。
３．他社との協業による資金調達および事業提携
BCV開発およびIVD事業の推進にあたり、他社との協業を通じた資金調達や事業提携の

可能性についても継続的に検討し、他社との交渉を進めております。
これらの取り組みは、研究開発リスクの分散や資金負担の軽減のみならず、当社事業価

値の顕在化を加速させる手段の一つとして位置づけております。
４．事業収支の改善
自社研究および国内外研究機関との共同研究から創出される研究成果について、知的財

産権化を進めるとともに、ライセンスアウト等を通じた収益機会の創出を目指しておりま
す。
併せて、研究開発活動の進捗を踏まえた費用管理の徹底や経費削減に継続的に取り組

み、固定費構造の最適化を通じて、事業運営の効率化および事業収支の改善を図ってまい
ります。

以上の施策を講じておりますが、BCVの研究開発の進捗状況、将来のパートナリングや
事業提携の成否、ならびに資金調達環境等には不確実性が存在しており、現時点において
は、当社には継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在しているものと認識しており
ます。
なお、計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な

不確実性の影響を計算書類に反映しておりません。

― 14 ―



（重要な会計方針）
（1）資産の評価基準及び評価方法

有 価 証 券
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定)によっております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。
デ リ バ テ ィ ブ 時価法によっております。
棚 卸 資 産 商品及び製品は先入先出法、半製品及び貯蔵品は総平均法によ

る原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定)を採用しております。
なお、棚卸資産の動きを詳細に把握し、適正な評価を行うこと
を目的として、棚卸資産科目を区分しております。

（2）固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、主な耐用年数は下記のとおりであります。
建 物 15年
工具、器具及び備品 ３〜10年

無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づいております。

リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。

（3）繰延資産の処理方法
株式交付費及び社債発行費 支出時に全額費用として処理しております。

（4）外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。
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（5）引当金の計上方法
退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見積り額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法
を適用しております。

貸倒引当金 未収入金のうち、回収可能性が低いと見込まれる相当額を計上
しております。

（6）収益及び費用の計上基準
当社は、商品及び製品の販売等については、顧客に引き渡した時点で当該商品及び製
品の支配が顧客に移転し、履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識して
おります。商品及び製品の販売から生じる収益は、顧客との契約において約束された対
価から販売契約条件に応じた売上割戻等を控除した収益に重大な戻入れが生じない可能
性が非常に高い範囲内の金額で算定しており、顧客に返金すると見込んでいる対価を返
金負債として計上しております。当該返金負債は、契約条件や過去の実績に基づき算定
しております。

（会計方針の変更に関する注記）
該当ありません。

（会計上の見積りに関する注記）
(1) 固定資産の減損
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位 千円)
区分 当事業年度

減損損失 109,273
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② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りに関する情報
1) 算出方法

当社は、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資産をグル
ーピングし、グルーピングごとに減損の兆候の判定を行い、減損の兆候がある資産また
は資産グループについて減損損失の認定の判定を行っています。当社は、単一の事業を
営んでおり、事業用資産については全社を一体としてグルーピングを行っています。
減損の兆候がある場合は、減損損失の認識の判定を行い、減損損失を認識すべきと判
断した場合は帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上しております。な
お、回収可能価額とは、資産または資産グループの正味売却可能価額と使用価値のいず
れか高い方の金額をいいますが、当事業年度における回収可能価額は使用価値により測
定しております。使用価値は、将来キャッシュ・フローの割引現在価値として算定して
おり、将来キャッシュ・フローは、取締役会にて承認された予算を基礎としておりま
す。

2) 主要な仮定
将釆キャッシュ・フローは、予算を基礎として見積もられます。将来キャッシュ・フ
ローは既存薬の販売数量が及ぼす売上状況、開発段階にある医薬品の上市の時期や可能
性、開発計画の進捗状況の影響などによる重要な不確実性を考慮に入れた一定の仮定の
もとで策定されています。

3) 翌事業年度以降の計算書類に与える影響
上記主要な仮定については、今後の経済動向等の変動により、影響を受ける可能性が
あり、仮定の見直しが必要となった場合には、翌事業年度において新たな減損損失が発
生する可能性があります。

（追加情報）
該当事項はありません。

（貸借対照表に関する注記）
(1) 関係会社に対する金銭債権は、次のとおりであります。
短期金銭債権 42,211千円

(2) 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

（損益計算書に関する注記）
(1）一般管理費に含まれている研究開発費 3,437,723千円

(2）関係会社との取引高は、次のとおりであります。
営業取引による取引高 796,048千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
（1）自己株式の種類及び総数に関する事項

当 事 業 年 度 期 首
株 式 数 （株）

当 事 業 年 度
増加株式数（株）

当 事 業 年 度
減少株式数（株）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （株）

普通株式 90,789 351 75 91,065

(注) １ 普通株式の自己株式の増加 351株は、単元未満株式の買取りによるものです。
２ 普通株式の自己株式の減少 75株は、単元未満株式の売渡しによるものです。

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （千円）
研究開発費否認 2,371,593
繰延資産償却超過額 170,518
減損損失否認 123,194
株式報酬費用否認 104,540
未払金否認 36,415
未払事業税等否認 32,744
資産除去債務否認 16,198
退職給付引当金否認 1,547
一括償却資産償却超過 347
繰越欠損金 7,557,669

繰延税金資産小計 10,414,769
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △7,557,669
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,857,100
評価性引当額小計 △10,414,769

繰延税金資産合計 −
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（関連当事者との取引に関する注記）
（１）子会社等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社
SymBio

Pharma USA,
Inc.

アメリカ
合衆国 ０ 医薬品の

研究・開発 直接 100 役員の兼任
業務委託

業務委託
(注) 796,048 未収入金 42,211

(注） 一般取引と同様の取引における条件を勘案し決定しております。
（２）役員および個人主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

役員 福島 隆章 ― ―
当社

執行役員
(退任)

(被所有)
直接 0.04 ―

ストック
オプション
の権利行使

11,033
(22,500株) ― ―

(注) 2020年３月26日、2021年３月24日及び2022年３月29日開催の取締役会決議に基づき付与された、ス
トックオプションの当事業年度における権利行使を記載しております。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、注記事項「（重要な会計方針）（６）収益及び費
用の計上基準」に記載の通りです。

（１株当たり情報に関する注記）
（1）１株当たり純資産額 11.38円
（2）１株当たり当期純損失（△） △97.62円

期中平均株式数 50,211,602株

（重要な後発事象に関する注記）
当事業年度において、該当事項はありません。
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